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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第65期

第３四半期連結
累計期間

第65期
第３四半期連結
会計期間

第64期

会計期間
自　平成20年11月21日
至　平成21年８月20日

自　平成21年５月21日
至　平成21年８月20日

自　平成19年11月21日
至　平成20年11月20日

売上高 (百万円) 43,275 11,557 61,599

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) 583 △578 2,260

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失(△)

(百万円) 324 △294 337

純資産額 (百万円) ― 39,455 39,424

総資産額 (百万円) ― 62,033 63,719

１株当たり純資産額 (円) ― 575.63 572.60

１株当たり四半期
(当期)純利益又は四半
期純損失(△)

(円) 4.81 △4.35 4.99

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― 62.7 60.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,348 ― 2,235

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △604 ― △1,546

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △740 ― △597

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 13,468 11,520

従業員数 (名) ― 1,099 1,113

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第65期第３四半期連結会計期間は１株当たり四半

期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第65期第３四半期連結累計期間及び

第64期は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

　 平成21年８月20日現在

従業員数(名)
1,099

(1,383)

(注) １　従業員数は、当社グループからグループ外への出向者を除いた就業人員であります。

　　 ２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　　 ３　臨時従業員には、契約社員、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年８月20日現在

従業員数(名)
511

(88)

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除いた就業人員であります。

　　 ２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の第３四半期会計期間の平均雇用人員であります。

　　 ３　臨時従業員には、契約社員、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績は次のとおりであります。

製品区分 生産高(百万円)

調理家電製品 6,683

リビング製品 1,768

生活家電製品 532

その他製品 42

合計 9,027

(注) １　金額は製造原価により表示しております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当社グループは、原則として見込生産であります。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績は次のとおりであります。
　

製品区分 販売高(百万円)

調理家電製品 8,322

リビング製品 2,132

生活家電製品 972

その他製品 129

合計 11,557

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第３四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％)

㈱ヤマダ電機 1,654 14.3

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の

有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていません。
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４ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び子会社）が判

断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間における我が国経済は、景気に一部持ち直しの動きが見られるものの、世

界的な金融危機の影響による企業収益の悪化や民間設備投資の減少、雇用情勢の深刻化など依然とし

て先行き不透明な状況で推移いたしました。

このような経営環境の中で、当社グループは、ごはんの甘みを引き出すプラチナ真空釜を採用した真

空内釜圧力ＩＨ炊飯ジャーや液晶パネルの搭載により使いやすさを向上させた食器洗い乾燥機などを

投入したほか、グリルなべや精米機でも新製品を発売するなどラインアップ強化を図るとともに、既存

製品の販売にも注力いたしました。

製品区分別の概況は次のとおりであります。

調理家電製品につきましては、炊飯ジャーでは、３合炊きのＩＨ炊飯ジャーは堅調に推移したもの

の、炊飯ジャー全体では売上が減少しました。また、電気ポットの販売も苦戦を強いられました。電気調

理器具では、内食志向の高まりもありホットプレートやオーブントースターなどが売上を伸ばしまし

た。海外におきましては、北米市場において炊飯ジャー、電気ポットが低調に推移しました。台湾市場に

おいては、ＩＨ炊飯ジャーは好調に推移したものの、電気ポットの売上が減少しました。その結果、調理

家電製品の売上高は83億22百万円となりました。

リビング製品につきましては、保温弁当箱は昨年発売した製品が市場で高い評価を得て、売上を伸ば

しました。また、マグボトルも好調な売れ行きとなったものの、コップ付きのステンレスボトルは低調

に推移しました。ガラスマホービンは市場全体が低迷しており、売上が減少しました。海外におきまし

ては、台湾市場においてマグボトルが好調に推移しましたが、景気が後退傾向にある北米市場におい

て、業務用サーバーの販売が苦戦を強いられました。その結果、リビング製品の売上高は21億32百万円

となりました。

生活家電製品につきましては、空気清浄機は昨年投入した加湿機能付きの製品が売上に寄与し、堅調

に推移いたしました。除湿乾燥機や食器洗い乾燥機は、市場全体での出荷数量が大きく落ち込んだこと

などから販売が伸び悩みました。その結果、生活家電製品の売上高は９億72百万円となりました。また、

その他製品の売上高は１億29百万円となりました。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は115億57百万円となりました。利益につきまして

は、営業損失は６億29百万円、経常損失は５億78百万円、四半期純損失は２億94百万円となりました。
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所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

①日本

ホットプレート、オーブントースターの販売は好調に推移したものの、炊飯ジャーや電気ポットが低

調に推移したことなどにより、売上高は98億33百万円、営業損失は６億51百万円となりました。

②アジア

ＩＨ炊飯ジャー、ステンレスボトルの販売は好調に推移したものの、電気ポットが低調に推移したこ

とや、為替レートが円高傾向で推移したことなどにより、売上高は10億84百万円、営業利益は47百万円

となりました。

③北米

コーヒーメーカーの販売は好調に推移したものの、炊飯ジャー、電気ポットが低調に推移したこと

や、為替レートが円高傾向で推移したことなどにより、売上高は６億39百万円、営業利益は７百万円と

なりました。

　

(2) 財政状態に関する分析

当第３四半期連結会計期間末の財政状態は、前連結会計年度末と比較して総資産が16億86百万円減

少し、負債が17億16百万円減少しました。また、純資産は30百万円増加いたしました。その結果、自己資

本比率は2.0ポイント増加し62.7％となりました。 

総資産の減少16億86百万円は、流動資産の減少16億66百万円及び固定資産の減少19百万円によるも

のであります。 

流動資産の減少16億66百万円の主なものは、現金及び預金の増加32億28百万円、受取手形及び売掛金

の減少24億63百万円、有価証券の減少６億93百万円、商品及び製品の減少14億52百万円であります。ま

た、固定資産の減少19百万円の主なものは、リース資産（純額）の増加４億64百万円、投資その他の資

産のその他の減少５億29百万円であります。 

負債の減少17億16百万円は、流動負債の増加16億93百万円及び固定負債の減少34億10百万円による

ものであります。

流動負債の増加16億93百万円の主なものは、支払手形及び買掛金の減少10億82百万円、１年内償還予

定の社債の増加40億円、未払費用の減少５億36百万円、賞与引当金の減少４億24百万円であります。ま

た、固定負債の減少34億10百万円の主なものは、社債の減少40億円、退職給付引当金の増加６億18百万

円であります。
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(3) キャッシュ・フローの分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。)は、第２四半

期連結会計期間末に比べ、７億３百万円増加し、134億68百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金は、14億20百万円増加しました。これは主

にたな卸資産の増加により資金が14億36百万円減少したものの、売上債権の減少により資金が18億

58百万円増加したこと及び仕入債務の増加により資金が13億82百万円増加したことによるものであ

ります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金は、１億78百万円減少しました。これは主

に定期預金の増加により資金が１億42百万円減少したこと及び有形固定資産の取得により資金が１

億74百万円減少したことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金は、５億２百万円減少しました。これは主

に短期借入金の返済により資金が２億65百万円減少したこと及び配当金の支払いにより資金が２億

２百万円減少したことによるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は80百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は次のとおりでありま

す。

　

会社名
事業所名
(所在地)

製品区分 設備の内容

投資予定額(百万円)

資金調達方法
着手
年月

完了予定
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

提出
会社

大阪工場
(大阪府
大東市)

調理家電製
品・リビン
グ製品・生
活家電製品
・その他製
品

建物の改修 275 19 自己資金
平成21年
８月

平成21年
11月

生産能力
の増加は
軽微

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年８月20日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年10月２日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 72,600,00072,600,000
大阪証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 72,600,00072,600,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年５月21日～
平成21年８月20日

― 72,600,000 ― 4,022 ― 4,069

　

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

直前の基準日である平成21年５月20日現在の株主名簿に基づき記載しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年５月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

4,993,000
― ―

(相互保有株式)
普通株式 163,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

67,138,000
67,138 ―

単元未満株式 普通株式 306,000
　

― ―

発行済株式総数 72,600,000― ―

総株主の議決権 ― 67,138 ―

(注)　単元未満株式のうち自己株式等に該当する株式数は次のとおりであります。

　　　　　　自己株式 633株

　　　　　 旭菱倉庫株式会社 789株

　

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年５月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

象印マホービン株式会社
大阪市北区天満１丁目20
番５号

4,993,000 ― 4,993,0006.87

（相互保有株式） 　 　 　 　 　

旭菱倉庫株式会社
大阪府大東市御領２丁目
４番１号

― 163,000163,000 0.22

計 ― 4,993,000163,0005,156,0007.10

(注) １　「他人名義所有株式数」欄に記載しております旭菱倉庫株式会社の株式の名義人は、「象印共栄持株会」　

（大阪市北区天満１丁目20番５号）であり、同会名義の株式のうち、同社の持分残高（163,789株）の単元部

分を記載しております。　

２　他人名義で所有している理由等

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

加入持株会における共有持分数 象印共栄持株会 大阪市北区天満１丁目20番５号
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　12月

平成21年
　１月 　２月 　３月 　４月 　５月 　６月 　７月 　８月

最高(円) 179 179 159 145 157 156 174 255 235

最低(円) 146 153 136 134 134 135 146 171 203

(注) １　株価は、前月21日より当月20日によっております。

２　株価は、大阪証券取引所(市場第二部)におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する

内閣府令」(平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半

期連結財務諸表規則を適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成21年５月21

日から平成21年８月20日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年11月21日から平成21年８月20日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年８月20日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年11月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,735 9,506

受取手形及び売掛金 9,173 11,637

有価証券 2,009 2,703

商品及び製品 10,863 12,316

仕掛品 105 122

原材料及び貯蔵品 1,052 1,193

繰延税金資産 537 788

その他 1,287 1,165

貸倒引当金 △26 △26

流動資産合計 37,740 39,406

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 15,943 15,887

減価償却累計額 △11,539 △11,362

建物及び構築物（純額） 4,403 4,524

機械装置及び運搬具 3,085 3,077

減価償却累計額 △2,508 △2,382

機械装置及び運搬具（純額） 576 695

工具、器具及び備品 3,084 3,022

減価償却累計額 △2,611 △2,508

工具、器具及び備品（純額） 473 513

土地 8,850 8,872

リース資産 516 －

減価償却累計額 △52 －

リース資産（純額） 464 －

建設仮勘定 99 46

有形固定資産合計 ※１
 14,868

※１
 14,652

無形固定資産

のれん 138 175

その他 464 520

無形固定資産合計 603 696

投資その他の資産

投資有価証券 5,287 4,884

繰延税金資産 2,162 2,186

その他 1,438 ※１
 1,968

貸倒引当金 △66 △74

投資その他の資産合計 8,821 8,964

固定資産合計 24,293 24,312

資産合計 62,033 63,719

EDINET提出書類

象印マホービン株式会社(E02395)

四半期報告書

13/29



(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年８月20日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年11月20日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,673 5,755

短期借入金 900 989

1年内償還予定の社債 4,000 －

未払費用 3,393 ※１
 3,929

未払法人税等 101 382

賞与引当金 383 808

リコール損失引当金 91 262

その他 1,011 732

流動負債合計 14,555 12,861

固定負債

社債 － 4,000

長期借入金 ※１
 100

※１
 100

退職給付引当金 6,705 6,087

負ののれん 29 38

その他 1,188 1,207

固定負債合計 8,022 11,433

負債合計 22,578 24,294

純資産の部

株主資本

資本金 4,022 4,022

資本剰余金 4,163 4,164

利益剰余金 31,596 31,675

自己株式 △949 △948

株主資本合計 38,833 38,913

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,211 826

繰延ヘッジ損益 △227 △364

為替換算調整勘定 △901 △657

評価・換算差額等合計 83 △196

少数株主持分 538 706

純資産合計 39,455 39,424

負債純資産合計 62,033 63,719
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年11月21日
　至 平成21年８月20日)

売上高 43,275

売上原価 30,629

売上総利益 12,646

販売費及び一般管理費 ※１
 12,133

営業利益 512

営業外収益

受取利息 45

受取配当金 73

負ののれん償却額 9

持分法による投資利益 102

受取賃貸料 181

その他 150

営業外収益合計 563

営業外費用

支払利息 46

売上割引 246

為替差損 98

その他 101

営業外費用合計 493

経常利益 583

特別利益

固定資産売却益 0

投資有価証券売却益 22

貸倒引当金戻入額 10

特別利益合計 32

特別損失

固定資産売却損 15

固定資産除却損 17

ゴルフ会員権評価損 0

貸倒引当金繰入額 0

特別損失合計 33

税金等調整前四半期純利益 582

法人税、住民税及び事業税 186

法人税等調整額 13

法人税等合計 199

少数株主利益 57

四半期純利益 324
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年５月21日
　至 平成21年８月20日)

売上高 11,557

売上原価 8,264

売上総利益 3,292

販売費及び一般管理費 ※１
 3,922

営業損失（△） △629

営業外収益

受取利息 10

受取配当金 52

負ののれん償却額 3

持分法による投資利益 46

受取賃貸料 60

その他 46

営業外収益合計 219

営業外費用

支払利息 15

売上割引 68

為替差損 44

その他 39

営業外費用合計 168

経常損失（△） △578

特別利益

固定資産売却益 0

投資有価証券売却益 22

投資有価証券評価損戻入益 21

貸倒引当金戻入額 2

特別利益合計 45

特別損失

固定資産除却損 9

ゴルフ会員権評価損 0

特別損失合計 9

税金等調整前四半期純損失（△） △542

法人税、住民税及び事業税 △362

法人税等調整額 97

法人税等合計 △264

少数株主利益 15

四半期純損失（△） △294
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年11月21日
　至 平成21年８月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 582

減価償却費 875

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7

賞与引当金の増減額（△は減少） △420

退職給付引当金の増減額（△は減少） 624

リコール損失引当金の増減額（△は減少） △171

受取利息及び受取配当金 △119

支払利息 46

持分法による投資損益（△は益） △102

投資有価証券売却損益（△は益） △22

固定資産売却損益（△は益） 14

固定資産除却損 17

売上債権の増減額（△は増加） 2,351

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,342

仕入債務の増減額（△は減少） △923

未払費用の増減額（△は減少） △501

その他 △20

小計 3,566

利息及び配当金の受取額 280

利息の支払額 △49

法人税等の支払額 △448

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,348

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 295

投資有価証券の取得による支出 △18

投資有価証券の売却及び償還による収入 42

有形固定資産の取得による支出 △523

有形固定資産の売却による収入 14

無形固定資産の取得による支出 △86

その他 △328

投資活動によるキャッシュ・フロー △604

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △74

自己株式の取得による支出 △3

自己株式の売却による収入 1

配当金の支払額 △405

少数株主への配当金の支払額 △208

その他 △49

財務活動によるキャッシュ・フロー △740

現金及び現金同等物に係る換算差額 △55

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,948

現金及び現金同等物の期首残高 11,520

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 13,468
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年11月21日　至　平成21年８月20日)

１　連結の範囲の変更

該当事項はありません。

 

２　持分法適用の範囲の変更

該当事項はありません。

 

３　連結子会社の四半期連結決算日の変更

該当事項はありません。

 

４　会計処理の原則及び手続の変更

(1)たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、当社及び国内連結子会社は、主として総平均法に基

づく原価法によっておりましたが、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）が適用されたことに伴い、主

として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により

算定しております。また、従来、営業外費用に計上しておりました「たな卸資産廃棄損」を当連結会計年度の

第１四半期連結会計期間から売上原価に計上しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が１億48百万円減少し、

経常利益及び税金等調整前四半期純利益が91百万円それぞれ減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

(2)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を適用し、連結決算上必

要な修正を行っております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が６百万円増加し、経常

利益及び税金等調整前四半期純利益が14百万円それぞれ増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

(3)「リース取引に関する会計基準」の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、当社及び国内連結子会社は、賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成

５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、

平成19年３月30日改正））を当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から早期に適用し、通常の売買処理

に係る方法に準じた会計処理に変更しております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

　この変更による損益に与える影響は軽微であります。

　なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。
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【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年11月21日　至　平成21年８月20日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当社及び連結子会社は、一般債権の貸倒見積高の算定において、当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等

が当第２四半期連結会計期間末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、当第２四半期連結会計

期間末において算定した貸倒実績率等を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。

 

２　たな卸資産の評価方法

当社及び連結子会社は、当第３四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略し当第

２四半期連結会計期間末に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出しております。

 

３　固定資産の減価償却費の算定方法

当社及び国内連結子会社は、定率法を採用している資産に関しては、連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。

 

４　法人税等ならびに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

当社及び連結子会社は、繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績

予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

　一部の連結子会社は、税金費用の算定について、税金等調整前四半期純利益に、前連結会計年度の損益計算書に

おける税効果会計適用後の法人税等の負担率を乗じて算定しております。

 

　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年11月21日　至　平成21年８月20日)

該当事項はありません。

　

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年11月21日　至　平成21年８月20日)

重要な減価償却資産の減価償却方法の変更

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律　平成20年４月30日　法律第23

号）を契機に、耐用年数の見直しを行いました。これにより、機械装置及び運搬具の一部の資産については耐用年

数を短縮して減価償却費を算出する方法に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前

四半期純利益は31百万円それぞれ減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末

(平成21年８月20日)

前連結会計年度末

(平成20年11月20日)

 

※１　担保資産及び担保付債務
　　担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　建物 　　　　　　　　　　　　　　126百万円
　　　土地　　　　　　　　　　　　　　 477百万円
　　　計 　　　　　　　　　　　　　　　603百万円
 
　　担保付債務は、次のとおりであります。
　　　長期借入金　　　　　　　　　　　 100百万円 

 

※１　担保資産及び担保付債務
　　担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　建物　　　　　　　　　　　　　　　130百万円
　　　土地　　　　　　　　　　　　    　477百万円
　　　投資その他の資産「その他」 　　 　 12百万円
　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　620百万円
 
　　担保付債務は、次のとおりであります。
　　　長期借入金　　　　　　　　　　　　100百万円
　　　未払費用　　　　　　 　　　　　　　12百万円
　　　計 　　　　　　　　　　　　　 　　112百万円
 
 

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年11月21日
　至　平成21年８月20日)

 
※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　運賃　　　　　　　　　　　　　　　　1,376百万円

　広告宣伝費　　　　　　　　　　　　　　820百万円

　販売促進費　　　　　　　　　　　　　　666百万円

　倉庫料　　　　　　　　　　　　　　　　676百万円

　貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　　　  5百万円

　給料手当　　　　　　　　　　　　　　2,586百万円

　賞与引当金繰入額　　　　　　　　　　　306百万円

　退職給付費用　　　　　　　　　　　　　846百万円

　減価償却費　　　　　　　　　　　　　　352百万円

　業務委託費　　　　　　　　　　　　　1,235百万円
 

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年５月21日
　至　平成21年８月20日)

 
※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　運賃　　　　　　　　　　　　　　　　　385百万円

　広告宣伝費　　　　　　　　　　　　　　285百万円

　販売促進費　　　　　　　　　　　　　　263百万円

　倉庫料　　　　　　　　　　　　　　　　208百万円

　給料手当　　　　　　　　　　　　　　　858百万円

　賞与引当金繰入額　　　　　　　　　　　223百万円

　退職給付費用　　　　　　　　　　　　　279百万円

　減価償却費　　　　　　　　　　　　　　123百万円

　業務委託費　　　　　　　　　　　　　　337百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年11月21日
　至　平成21年８月20日)

 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
     貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金 12,735百万円

有価証券 2,009百万円

　　　計 14,744百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,176百万円

MMF及びCP以外の有価証券 △100百万円

現金及び現金同等物 13,468百万円
 

　

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年８月20日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年11月21日　

至　平成21年８月20日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 72,600,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 4,994,082

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年２月19日
定時株主総会

普通株式 202 3.00平成20年11月20日 平成21年２月20日 利益剰余金

平成21年６月29日
取締役会

普通株式 202 3.00平成21年５月20日 平成21年８月５日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

リース取引開始日が会計基準適用開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリー

ス取引残高は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

　

　

(有価証券関係)

当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　

その他有価証券で時価のあるもの(平成21年８月20日)

種類 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 1,563 3,383 1,820

債券 － － －

その他 290 307 16

合計 1,853 3,690 1,837

　

　

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループの行っておりますデリバティブ取引は、企業集団の事業の運営において重要なものと

なっておりますが、四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動がありませんので、記載を省略しております。

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年５月21日　至　平成21年８月20日)

当社及び連結子会社の取扱い製品をその製造方法、市場、販売方法等の類似性にて判別したところ、全セ
グメントの売上高の合計及び営業損益の金額の合計額に占める同一事業種類の割合がいずれも90％を超え
ているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年11月21日　至　平成21年８月20日)

当社及び連結子会社の取扱い製品をその製造方法、市場、販売方法等の類似性にて判別したところ、全セ
グメントの売上高の合計及び営業損益の金額の合計額に占める同一事業種類の割合がいずれも90％を超え
ているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年５月21日　至　平成21年８月20日)

　

　
日本
(百万円)

アジア　
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

9,833 1,084 639 11,557 ― 11,557

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,220 847 0 2,067 (2,067) ―

計 11,054 1,931 639 13,625(2,067)11,557

営業利益又は
営業損失（△）

△651 47 7 △595 (34) △629

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年11月21日　至　平成21年８月20日)

　

　
日本
(百万円)

アジア　
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

36,545 4,212 2,517 43,275 ― 43,275

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

4,063 3,695 0 7,758 (7,758) ―

計 40,608 7,907 2,517 51,033(7,758)43,275

営業利益又は
営業損失（△）

△253 457 130 334 177 512

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。　　　

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1)アジア……中国、台湾

　(2)北米………米国

３　会計基準等の変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」４．（１）に記載のとおり、当連結会

計年度の第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18

年７月５日　企業会計基準第９号）を適用しております。 

　　　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益は日本が１億48百

万円減少しております。

　（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」４．（２）に記載のとおり、当連結会

計年度の第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取

扱い」（企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を適用しております。 

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益はアジアが６百

万円増加しております。 

　（重要な減価償却資産の減価償却方法の変更） 

　「追加情報」に記載のとおり、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より当社及び国内連結子会社は、

法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律　平成20年４月30日　法律第23号）を契機に、耐用年数の

見直しを行っております。 

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益は日本が31百万

円減少しております。
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年５月21日　至　平成21年８月20日)

　

　 アジア 北米 欧州 中近東 その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,108 624 43 121 17 1,915

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 　 　 11,557

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

9.6 5.4 0.4 1.0 0.2 16.6

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年11月21日　至　平成21年８月20日)

　

　 アジア 北米 欧州 中近東 その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 4,509 2,481 116 301 55 7,464

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 　 　 43,275

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

10.4 5.7 0.3 0.7 0.1 17.2

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1)アジア……台湾、中国、韓国

　(2)北米………米国、カナダ

　(3)欧州………ベルギー、ノルウェー、スウェーデン

　(4)中近東……サウジアラビア、オマーン、アラブ首長国連邦

　(5)その他……ブラジル、エジプト、パラグアイ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年８月20日)

前連結会計年度末
(平成20年11月20日)

１株当たり純資産額 575円63銭

　

１株当たり純資産額 572円60銭

　

　

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年11月21日
　至　平成21年８月20日)

１株当たり四半期純利益 4円81銭
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年11月21日
至　平成21年８月20日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 324

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 324

普通株主に帰属しない金額(百万円) －

普通株式の期中平均株式数(千株) 67,608

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年５月21日
　至　平成21年８月20日)

１株当たり四半期純損失 4円35銭
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年５月21日
至　平成21年８月20日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) 294

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 294

普通株主に帰属しない金額(百万円) －

普通株式の期中平均株式数(千株) 67,606

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

第65期(平成20年11月21日から平成21年11月20日まで)中間配当については、平成21年６月29日開催の

取締役会において、平成21年５月20日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を

行うことを決議し、配当を行っております。 

①　配当金の総額                                  202百万円 

②　１株当たりの金額                               ３円00銭 

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成21年８月５日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年10月２日

象印マホービン株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　渡　沼　照　夫　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　榎　本　　　浩　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている象印

マホービン株式会社の平成20年11月21日から平成21年11月20日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(平成21年５月21日から平成21年８月20日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年11月21日から平成

21年８月20日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、象印マホービン株式会社及び連結子会社の平

成21年８月20日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報 

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半

期連結会計期間より、棚卸資産の評価に関する会計基準を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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